
様式例第２号の１

農地法第３条の２第１項の規定による勧告書

番 号

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

農業委員会会長 印

貴殿が農地法第３条の２第１項第○○号に該当することから、同項に基づき、下記により、必要

な措置を講ずべきことを勧告します。

なお、この勧告に従わなかったとき等には、同法第３条第１項の許可を取り消しますので御留意

願います。

記

１ 農地(採草放牧地)の所在等

地 目
所在・地番 面積

登記簿 現況 (㎡)

２ 勧告の理由

○○のため、農地法第３条の２第１項第○号に該当します。

３ 講ずべき措置

４ 措置を講ずべき期限

平成 年 月 日

（記載要領）

法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名を

それぞれ記載する。



様式例第２号の２

指令第 号

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

農業委員会会長 印

平成 年 月 日付け○○指令第○○号をもってした農地法第３条第３項の規定の適用を

受けた同条第１項の許可について、同法第３条の２第２項第１号(第２号)に該当することから下記

により当該許可を取り消します。

記

１ 当事者の住所、氏名

譲渡人（設 定 者） 住 所

氏 名

譲受人（被設定者） 住 所

氏 名

２ 許可を取り消す農地等

地 目
所在・地番 面積(㎡) 備 考

登記簿 現 況

３ 農地法第３条の２第２項第１号(第２号)に該当する事由



（記載要領）

１ 本文には取り消しの対象となる許可の指令書の日付・番号を記載する。

２ 法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名

をそれぞれ記載する。

３ 農業委員会が許可を取り消す場合は、指令書の末尾に次のように記載する。

「〔教示〕

１ この処分に不服があるときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第255条の２の規

定により、この処分があったことを知った日から60日以内（処分があったことを知った

日の翌日から起算します。）に、審査請求書（行政不服審査法（昭和37年法律第160号）

第15条に規定する事項を記載しなければなりません。）正副２通を都道府県知事に提出

して審査請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日から60日以内

であっても、処分の日から１年を経過したときは審査請求をすることはできません。）。

２ この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決があったこと

を知った日から６か月以内（裁決があったことを知った日の翌日から起算します。）に、

市町村を被告として（訴訟において市町村を代表する者は農業委員会となります。）、

提起することができます（なお、処分についての審査請求に対する裁決があったことを

知った日から６か月以内であっても、裁決の日から１年を経過したときは処分の取消し

の訴えを提起することはできません。）。

３ この処分の取消しの訴えは、農地法第54条の規定により、この処分についての審査請

求に対する裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次の①から③までの

いずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提

起することができます。

この場合においては、処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日から６か

月以内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に提起することができ

ます（なお、処分があったことを知った日から６か月以内であっても、処分の日から１

年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできません。）。

① 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき。

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」


